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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成17年６月23日付をもって提出した有価証券報告書（第33期：自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の

記載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するために有価証券報告書の訂正報告書を提出するも

のであります。 

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

   第１ 【企業の概況】 

   ４．関係会社の状況 

   (1)連結子会社［６頁］ 

            第４  【提出会社の状況】 

              １．株式等の状況 

                (4)所有者別状況[15頁] 

   第５ 【経理の状況】 

   １．連結財務諸表等  

   (1)連結財務諸表 

     ②連結損益計算書[28頁] 

                  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項[34頁] 

    注記事項 

   （連結損益計算書関係）[37頁] 

    【関連当事者取引】[45頁] 

   （１株当たり情報）[45頁] 

 ２．財務諸表等 

  (1)財務諸表 

   ②貸借対照表[52頁]  

  注記事項 

   （税効果会計関係）[63頁] 



３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿を付して表示しております。 

第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】  

 ４【関係会社の状況】  

(1)連結子会社 

（訂正前）  

 （注）１．主要な事業内容には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

３．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

４．特定子会社に該当しております。 

５．スターツアメニティー株式会社、スターツ出版株式会社は、有価証券報告書提出会社であります。 

６．スターツアメニティー株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高

に占める割合が100分の10を超えております。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
子会社の議決権に
対する所有割合 
（％） 

関係内容 

スターツアメニ 
ティー株式会社 
（注）３,４,５,６ 

東京都江戸川区 350,000千円 
仲介・賃貸管理事
業 
（賃貸管理業） 

48.9 
(8.3) 

役員の兼任２名 

スターツ出版株式会
社 
（注）５ 

東京都江戸川区 540,875千円 

その他事業 
(OZモールの運営 
OZマガジン等雑誌
及びコミュニティ
ー紙の発行) 

80.3 
(31.7) 

役員の兼任２名 

株式会社スターツ 
ツーリスト 

東京都中央区 192,000千円 
その他事業 
（旅行業） 

100.0 
(18.2) 

役員の兼任１名 
資金の援助 

スターツ商事株式会
社 

千葉県市川市 150,000千円 
その他事業 
（小売・飲食業） 

99.7 
役員の兼任３名 
債務保証 
（40,000千円） 

スターツホーム株式
会社 

東京都江戸川区 100,000千円 
建設事業 
(注文戸建建築・リ
フォーム) 

100.0 役員の兼任３名 

Starts Pacific 
Inc. 

米国カリフォル
ニア州 

5,700千US$ 
仲介・賃貸管理事
業 

100.0 役員の兼任２名 

スターツ証券株式会
社 

東京都江戸川区 350,000千円 
その他事業 
（証券業） 

100.0 役員の兼任１名 

Starts 
International 
Hawaii Inc. 

米国ハワイ州 200千US$ 
仲介・賃貸管理事
業 

100.0 
(100.0) 

役員の兼任２名 

スターツホテル開発
株式会社 

東京都中央区 50,000千円 
その他事業 
（ホテル事業） 

100.0 
役員の兼任１名 
債務保証 
（5,000,000千円）

九州スターツ株式会
社 

福岡県福岡市中
央区 

70,000千円 
九州地区の仲介・
賃貸管理事業 
建設事業 

98.6 役員の兼任２名 

 

主要な損益情報等 

売上高 
（千円） 

経常利益 
（千円） 

当期純利益 
（千円） 

純資産額 
（千円） 

総資産額 
（千円） 

スターツアメニティー㈱ 21,088,100 2,128,912 1,128,195 2,344,243 13,032,683 



(訂正後) 

 （注）１．主要な事業内容には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

３．持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

４．特定子会社に該当しております。 

５．スターツアメニティー株式会社、スターツ出版株式会社は、有価証券報告書提出会社であります。 

６．スターツアメニティー株式会社については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高

に占める割合が100分の10を超えております。 

名称 住所 資本金 主要な事業内容 
子会社の議決権に
対する所有割合 
（％） 

関係内容 

スターツアメニ 
ティー株式会社 
（注）３,４,５,６ 

東京都江戸川区 350,000千円 
仲介・賃貸管理事
業 
（賃貸管理業） 

48.9 
(8.3) 

役員の兼任２名 

スターツ出版株式会
社 
（注) ４,５ 

東京都江戸川区 540,875千円 

その他事業 
(OZモールの運営 
OZマガジン等雑誌
及びコミュニティ
ー紙の発行) 

80.3 
(31.7) 

役員の兼任２名 

株式会社スターツ 
ツーリスト 

東京都中央区 192,000千円 
その他事業 
（旅行業） 

100.0 
(18.2) 

役員の兼任１名 
資金の援助 

スターツ商事株式会
社 

千葉県市川市 150,000千円 
その他事業 
（小売・飲食業） 

99.7 
役員の兼任３名 
債務保証 
（40,000千円） 

スターツホーム株式
会社 

東京都江戸川区 100,000千円 
建設事業 
(注文戸建建築・リ
フォーム) 

100.0 役員の兼任３名 

Starts Pacific 
Inc. 

 （注）４ 

米国カリフォル
ニア州 

5,700千US$ 
仲介・賃貸管理事
業 

100.0 役員の兼任２名 

スターツ証券株式会
社 
（注）４ 

東京都江戸川区 350,000千円 
その他事業 
（証券業） 

100.0 役員の兼任１名 

Starts 
International 
Hawaii Inc. 

米国ハワイ州 200千US$ 
仲介・賃貸管理事
業 

100.0 
(100.0) 

役員の兼任２名 

スターツホテル開発
株式会社 

東京都中央区 50,000千円 
その他事業 
（ホテル事業） 

100.0 
役員の兼任１名 
債務保証 
（5,000,000千円）

九州スターツ株式会
社 

福岡県福岡市中
央区 

70,000千円 
九州地区の仲介・
賃貸管理事業 
建設事業 

98.6 役員の兼任２名 

 

主要な損益情報等 

売上高 
（千円） 

経常利益 
（千円） 

当期純利益 
（千円） 

純資産額 
（千円） 

総資産額 
（千円） 

スターツアメニティー㈱ 21,088,100 2,128,912 1,140,895 2,356,943 13,032,683 



第４【提出会社の状況】 

    １【株式等の状況】 

    (4)所有者別状況 

   （訂正前） 

（注）１．自己株式56,859株は、「個人その他」に113単元及び「単位未満株式の状況」に359株を含めて記載しており 

          ます。 

   （訂正後） 

（注）１．自己株式56,859株は、「個人その他」に113単元及び「単元未満株式の状況」に359株を含めて記載しており 

          ます。 

次へ  



第５【経理の状況】 

１【連結財務諸表等】 

 (1)【連結財務諸表】 

  ②【連結損益計算書】 

（訂正前） 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ．営業外収益        

１．受取利息  40,990   38,299   

２. その他 ※２ 403,534 444,525 0.6 302,223 340,522 0.4 

Ⅴ．営業外費用        

１．支払利息  955,832   976,656   

２．その他 ※３ 90,040 1,045,872 1.5 95,776 1,072,432 1.3 

経常利益   5,047,699 7.2  5,553,165 7.0 

Ⅵ．特別利益        

１．貸倒引当金等戻入益  5,126   －   

２．固定資産売却益 ※４ 28,139   －   

３．投資有価証券売却益   －   15,105   

４．その他  － 33,266 0.0 3,366 18,471 0.0 

Ⅶ．特別損失        

１．固定資産売却損 ※５ 949,611   597,828   

２．固定資産除却損 ※６ 248,451   293,174   

３．投資有価証券評価損 ※７ 11,424   －   

４．貸倒引当金繰入額 ※８ 12,100   41,400   

５．その他  19,657 1,241,245 1.8 200 932,602 1.2 

税金等調整前当期純利
益 

  3,839,720 5.5  4,639,033 5.8 

法人税、住民税及び事
業税 

 932,965   1,452,503   

法人税等調整額  889,123 1,822,088 1.3 701,854 2,154,357 2.7 

少数株主利益   387,157 0.6  634,216 0.8 

当期純利益   1,630,474 2.3  1,850,459 2.3 

        



 (訂正後） 

  
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ．営業外収益        

１．受取利息  40,990   38,299   

２. 受取配当金  32,372   32,132   

３. 有価証券評価益   46,313     －     

４．受取賃貸料   90,346     111,343     

５．自販機収入   36,600     36,476     

６．その他   197,903 444,525 0.6 122,272 340,522 0.4 

Ⅴ．営業外費用        

１．支払利息  955,832   976,656   

２．その他 ※２ 90,040 1,045,872 1.5 95,776 1,072,432 1.3 

経常利益   5,047,699 7.2  5,553,165 7.0 

Ⅵ．特別利益        

１．貸倒引当金等戻入益  5,126   －   

２．固定資産売却益 ※３ 28,139   －   

３．投資有価証券売却益   －   15,105   

４．その他  － 33,266 0.0 3,366 18,471 0.0 

Ⅶ．特別損失        

１．固定資産売却損 ※４ 949,611   597,828   

２．固定資産除却損 ※５ 248,451   293,174   

３．投資有価証券評価損 ※６ 11,424   －   

４．貸倒引当金繰入額 ※７ 12,100   41,400   

５．その他  19,657 1,241,245 1.8 200 932,602 1.2 

税金等調整前当期純利
益 

  3,839,720 5.5  4,639,033 5.8 

法人税、住民税及び事
業税 

 932,965   1,452,503   

法人税等調整額  889,123 1,822,088 2.6 701,854 2,154,357 2.7 

少数株主利益   387,157 0.6  634,216 0.8 

当期純利益   1,630,474 2.3  1,850,459 2.3 



 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 （訂正前） 

 （訂正後） 

  

 （連結損益計算書関係） 

 （訂正前） 

 前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日） 

 当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

 ４．会計処理基準に関する事項  ４．会計処理基準に関する事項 

（５）国内連結子会社の不動産開発期間中の支払利子に 

つきましては、たな卸資産取得原価に算入してお 

    ります。 

 （５）         同左  

  

  

 前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日） 

 当連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

 ４．会計処理基準に関する事項  ４．会計処理基準に関する事項 

（５）国内連結子会社の不動産開発期間中の支払利子に 

つきましては、たな卸資産取得原価に算入してお 

    ります。 

（５）国内連結子会社の不動産開発期間中の支払利子に 

つきましては、たな卸資産取得原価に算入してお 

    ります。 

    当期中の取得原価算入額      111,949千円

     当期末のたな卸資産残高に含まれて 

いる支払利子           113,121千円

    当期中の取得原価算入額      220,482千円

     当期末のたな卸資産残高に含まれて 

いる支払利子           333,604千円

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※２．受取賃貸料 90,346千円 

受取配当金 32,372千円 

自販機収入 36,600千円 

※２．受取賃貸料 111,343千円 

受取配当金 32,132千円 

自販機収入  36,476千円 

が主な内容であります。 が主な内容であります。 

※３．為替差損 44,652千円 ※３．為替差損  40,059千円 

が主な内容であります。 が主な内容であります。 

※４. 土地売却益27,595千円、建物売却益414千円、工具 

    器具備品売却益129千円であります。 

※４.       ───────── 

※５. 土地売却損635,837千円、建物売却損313,008千円、

       工具器具備品売却損765千円であります。 

※５. 土地売却損102,118千円、建物売却損495,709千円で

       あります。 

※６. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※６. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 215,389千円 

その他 33,062千円 

建物及び構築物 91,784千円 

その他 201,389千円 

※７. 時価のあるその他の有価証券のうち当事業年度末の

    時価が取得原価に比して著しく下落したものに関し

       減損処理をおこなったものであります。 

※７.       ───────── 

※８. 取引相場が著しく下落したゴルフ会員権預託金につ

    いて、回収懸念があると認められる金額を繰入れた

       ものであります。 

※８.          同左 



 （訂正後） 

次へ  

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※２．為替差損 44,652千円 ※２．為替差損  40,059千円 

が主な内容であります。 が主な内容であります。 

※３. 土地売却益27,595千円、建物売却益414千円、工具 

    器具備品売却益129千円であります。 

※３.       ───────── 

※４. 土地売却損635,837千円、建物売却損313,008千円、

       工具器具備品売却損765千円であります。 

※４. 土地売却損102,118千円、建物売却損495,709千円で

       あります。 

※５. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５. 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物及び構築物 215,389千円 

その他 33,062千円 

建物及び構築物 91,784千円 

その他 201,389千円 

※６. 時価のあるその他の有価証券のうち当事業年度末の

    時価が取得原価に比して著しく下落したものに関し

       減損処理をおこなったものであります。 

※６.       ───────── 

※７. 取引相場が著しく下落したゴルフ会員権預託金につ

    いて、回収懸念があると認められる金額を繰入れた

       ものであります。 

※７.          同左 



 【関連当事者との取引】 

 (訂正前） 

  該当事項はありません。 

  

 (訂正後） 

前連結会計年度（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日） 

（１）役員及び個人主要株主等 

（注１）取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には、消費税等は含まれております。 

（注２）上記取引に関しましては、価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。 

属性 
会社等

の名称 
住所 

資本金又

は出資金

（千円） 

事業の内

容又は職

業 

議決権の

所有（被

所有）割

合 

関係内容 
取引の

内容 

取引金

額 
科目 

期末残

高 
役員の

兼任等 

事業上

の関係 

主要株主

（個人）

及びその

近親者が

議決権の

過半数を

所有して

いる会社

等 

株式会

社ウィ

ーブ 

東京都

江戸川

区 

 70,000 

情報処

理サー

ビス業 

所有 

直接 

10.8％ 

兼任 

４人 

システ

ム開発

等 

インター

ネットホ

ームペー

ジの製作

等 

29,413千

円 
未払金 

4,281千

円 



当連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

（１）役員及び個人主要株主等 

（注１）取引金額には、消費税等は含まれておらず、期末残高には、消費税等は含まれております。 

（注２）市村義和との取引に関しましては、一般取引条件と同様に決定しております。 

（注３）株式会社ウィーブとの取引に関しましては、価格交渉の上、一般取引条件と同様に決定しております。 

 （１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（訂正前） 

（訂正後） 

次へ  

属性 
会社等

の名称 
住所 

資本金又

は出資金

（千円） 

事業の内

容又は職

業 

議決権の

所有（被

所有）割

合 

関係内容 
取引の

内容 

取引金

額 
科目 

期末残

高 
役員の

兼任等 

事業上

の関係 

役員 市村義和 - - 
当社常務

取締役 

(被所有) 

直接 

0.08％ 

- - 
土地の購

入 

34,000千

円 
- - 

主要株主

（個人）

及びその

近親者が

議決権の

過半数を

所有して

いる会社

等 

株式会 

社ウィ 

ーブ 

東京都 

江戸川 

区 

 70,000 

情報処 

理サー 

ビス業 

所有 

直接 

10.8％ 

兼任 

３人 

不動産

賃貸及

びシス

テム開

発等 

事務所の

賃借 

2,520千

円 

- - 

インター

ネットホ

ームペー

ジの製作

等 

38,801千

円 

未払金 6,261千円

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 1,630,474 1,850,459 

普通株主に帰属しない金額（千円） 16,000 32,000 

（うち取締役賞与金） 16,000 32,000 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,614,474 1,818,449 

期中平均株式数（株） 14,751,426 22,105,395 

 
前連結会計年度 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 1,630,474 1,850,459 

普通株主に帰属しない金額（千円） 16,000 32,000 

（うち取締役賞与金） 16,000 32,000 

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,614,474 1,818,459 

期中平均株式数（株） 14,751,426 22,105,395 



  ２【財務諸表等】 

    (1)【財務諸表】  

      ①【損益計算書】 

      (訂正前） 

  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  2,571,331 4.7  2,571,331 4.8 

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金   2,208,703     2,208,703     

その他資本剰余金               

自己株式処分差益   －     433     

資本剰余金合計   2,208,703 4.0  2,209,137 4.1 

Ⅲ 利益剰余金        

利益準備金  190,084   190,084   

任意積立金        

別途積立金  1,210,000   1,210,000   

当期未処分利益  408,204   386,125   

利益剰余金合計   1,808,288 3.5  1,786,209 3.4 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※７  27,333 0.1  940,828 1.8 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

※９  53,483 0.1  55,675 0.1 

Ⅵ 自己株式 ※８  -20,855 -0.0  -41,946 -0.1 

資本合計   6,648,285 13.0  7,521,234 14.1 

負債及び資本合計   50,959,215 100.0  53,214,876 100.0 

        



      （訂正後）  

  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３  2,571,331 5.0  2,571,331 4.8 

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金   2,208,703     2,208,703     

その他資本剰余金               

自己株式処分差益   －     433     

資本剰余金合計   2,208,703 4.3  2,209,137 4.1 

Ⅲ 利益剰余金        

利益準備金  190,084   190,084   

任意積立金        

別途積立金  1,210,000   1,210,000   

当期未処分利益  408,204   386,125   

利益剰余金合計   1,808,288 3.5  1,786,209 3.4 

Ⅳ 土地再評価差額金 ※７  27,333 0.1  940,828 1.8 

Ⅴ その他有価証券評価差額
金 

※９  53,483 0.1  55,675 0.1 

Ⅵ 自己株式 ※８  -20,855 -0.0  -41,946 -0.1 

資本合計   6,648,285 13.0  7,521,234 14.1 

負債及び資本合計   50,959,215 100.0  53,214,876 100.0 

        



      （税効果会計関係） 

      （訂正前） 

      （訂正後） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳 

法定実効税率 41.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 

4.1％

住民税均等割 1.2％

その他 -0.1％

税効果会計適用後の法人税負担率 47.0％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 

4.1％

住民税均等割 1.5％

その他 -1.0％

税効果会計適用後の法人税負担率 45.3％

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳 

法定実効税率 41.8％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 

5.3％

住民税均等割 1.2％

その他 -0.1％

税効果会計適用後の法人税負担率 48.2％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 

4.1％

住民税均等割 1.5％

その他 -1.0％

税効果会計適用後の法人税負担率 45.3％


	表紙
	本文
	１有価証券報告書の訂正報告書の提出理由
	２訂正事項
	第１企業の概況
	第４提出会社の状況
	第５経理の状況
	関連当事者取引

	３訂正箇所
	第一部企業情報
	第１企業の概況


	４関係会社の状況
	第４提出会社の状況

	１株式等の状況
	第５経理の状況

	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	②連結損益計算書
	関連当事者との取引


	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①損益計算書




	pageform1: 1/14
	pageform2: 2/14
	form1: EDINET提出書類  2006/02/16 提出
	form2: スターツコーポレーション株式会社(591124)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/14
	pageform4: 4/14
	pageform5: 5/14
	pageform6: 6/14
	pageform7: 7/14
	pageform8: 8/14
	pageform9: 9/14
	pageform10: 10/14
	pageform11: 11/14
	pageform12: 12/14
	pageform13: 13/14
	pageform14: 14/14


